
 

令和５年度 会計年度任用職員募集要項 

（亘理地区交流センター 事務補助員） 

亘理町役場 

（担当：亘理地区交流センター TEL0223-34-3111） 

 

１．会計年度任用職員について 

会計年度任用職員とは、１会計年度ごとに任用される非常勤の地方公務員です。 

 

２．募集について 

⑴ 申込資格 

次の地方公務員法第１６条の欠格条項に該当しない者。 

① 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくな

るまでの者 

② 亘理町において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 

③ 人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、第６０条から第６３条までに規定す

る罪を犯し、刑に処せられた者 

④ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破

壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

 

⑵  申込書類・期間 

申込書類：任用申込書（写真貼付）  １通 

申 込 先：亘理地区交流センター（中央公民館内） 担当 南部・高城 

申込期間：令和５年１月１０日(火)から令和５年１月２７日(金)まで 

午前８時３０分から午後５時１５分まで 

※任用申込書は、ホームページよりダウンロード可能。 

※持参又は郵送（簡易書留等の確実な方法）により、期限までに申し込ん 

でください。なお、提出書類はお返しいたしませんのでご了承願います。 

※土日祝日を除く 

⑶ 選考方法 

書類選考及び面接試験(令和５年２月中旬実施予定。申込者あて別途通知します。) 

 

⑷ 採用について 

人事配置の都合等により、任用とならない場合や任用開始日が変更する場合があります。 

また、会計年度任用職員の任用は１会計年度ごとの任用となるため、再度の任用を希望され 

る方は、毎年度申し込みが必要となります。 

 

 



 

⑸ 募集職種 

職種 採用予定人数 職務内容 給料 

事務補助員 ４名 

亘理地区交流センター

（亘理町民連絡所・中央

公民館・佐藤記念体育

館・武道館）及び各種団

体等に関する事務・業務

に従事します。 

月額 １５０，１００円 

～１５４，６００円 

 ※ 給料欄の金額は、「亘理町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例」及び「亘

理町会計年度任用職員の給与に関する規則」に基づく金額です。 

 

３．任用後について 

⑴ 任用期間  令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 

⑵ 勤務場所・勤務時間 

勤務場所 勤務時間 休憩時間 勤務日数 

亘理地区交流センター 
午前８時３０分から 

午後５時１５分まで 
６０分 週５日 

   

⑶ 休日・休暇 

土・日曜日、祝日及び年末年始（１２月２９日～１月３日）は休業です。 

休暇については、「亘理町会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則」に基づき、

年次有給休暇、特別休暇（忌引等）、介護休暇等を利用できます。 

 

⑷ 給与等 

「亘理町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例」及び「亘理町会計年度任用

職員の給与に関する規則」に基づき、給料・通勤手当・期末手当(年２回)等を支給します。 

次年度以降も継続して任用された場合には、任用形態によって昇給があります。 

 

⑸ 社会保険について 

健康保険、厚生年金保険、雇用保険に加入します。 

 

 

 

 

 

 



 

⑹ その他 

地方公務員法（以下、「法」という。）に定める以下の服務規程が適用され、分限・懲戒処分

を受ける場合がありますので、遵守する必要があります。 

① 服務の根本基準（法第３０条） 

② 服務の宣誓（法第３１条） 

③ 法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（法第３２条） 

④ 信用失墜行為の禁止（法第３３条） 

⑤ 秘密を守る義務（法第３４条） 

⑥ 職務に専念する義務（法第３５条） 

⑦ 政治的行為の制限（法第３６条） 

⑧ 争議行為等の禁止（法第３７条） 

⑨ 営利企業等の従事制限（法第３８条） ※ 兼業等がある場合、申出願います。 

 

４．問合せ・申込先 

〒989－2351 亘理町字旧舘61番地22 

亘理地区交流センター    担当 南部・高城 

電話 ０２２３－３４－３１１１ 


